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令和３年度健康づくり関連の主要事業
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

「あきた健康宣言！」 １ 事業目的

推進事業 「健康寿命日本一」を目指して、県民の健康意識の向上や

健康づくりに取り組みやすい環境を整備し、県民総ぐるみで

３０，５４９千円 健康づくり県民運動を展開する。

○国 １４，４６３ ２ 実施主体

○一 １６，０８６ 県、市町村、秋田県健康づくり県民運動推進協議会

［地方創生推進交付金］ ３ 事業内容

（１）「あきた健康宣言！」推進事業 ８，０９６千円

県民運動の基本計画である「健康秋田いきいきアクショ

ンプラン」の普及啓発など、健康づくりに取り組みやすい

環境を整備する。

①「あきた健康宣言！」周知事業 ５，８３５千円

・テレビ、ラジオ、新聞等を活用した情報発信

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 ２，２６１千円

・「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総会及び健

康経営部会等の開催や、ウェブサイト、ＳＮＳを活用

した協議会会員による健康づくり情報等の発信

（２）地域健康づくり人材活性化事業 １０，０２６千円

①健康長寿推進員の育成支援 ８，９２１千円

健康意識が高く、主体的に活動する人材の育成に取り

組む市町村に対する支援

・交付金による支援 １３市町村（継続１３、終了９）

対象経費 研修会、視察活動等に要する経費

補 助 率 １０／１０

補助金額 人口規模に基づく定額（上限）

・健康長寿推進員や市町村・県民を対象とした活動事例

発表交流会の開催

②健康づくり地域マスターの育成 １，１０５千円

地域における県民運動の牽引役となる健康づくり地域

マスターの任命・育成と活用の促進

・県内各地でのマスター基礎研修、専門研修の開催

・事業所等に対し、講師としてマスターを紹介・派遣

（３）健康経営普及事業 ６０８千円

秋田県版健康経営優良法人認定制度の活用を促進するた

め、認定制度や認定法人の取組を紹介するウェブページを

構築し、健康経営の普及を図る。
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（４）食からの健康応援事業 ５，８７４千円

栄養関連団体・企業等との連携により、減塩・野菜摂取

など、適切な食生活の普及啓発を図る。

①秋田スタイル健康な食事推進事業 １，９３７千円

・ウェブページや県広報等を活用したメニュー認証制度

の普及、「秋田スタイル健康な食事」定着の促進

②県民の食意識向上事業 ３，０９４千円

減塩、野菜・果物摂取に関する県民の意識向上を図る。

・○新「新・減塩音頭（仮称）」の制作、普及

・全県各地域での味噌汁塩分濃度測定会の実施

・スーパー等と連携した減塩・野菜摂取に関するキャン

ペーンの実施 等

③栄養・食生活改善に取り組む人材の育成・確保、環境整

備事業 ５８９千円

・「栄養・食生活改善推進会議」や食生活改善講座（保

健所単位）の開催 等

④食の国あきた推進事業 ２５４千円

第４期秋田県食育推進計画の進捗管理

（５）運動による健康づくり推進事業 ２６１千円

冬期間の運動不足解消のための健康づくりウォークラリ

ーを開催する。

・委託先 (株)伊徳（予定）

（６）健康ポイント導入支援事業 １４１千円

市町村による健康ポイント制度の導入を促進するため、

担当者会議の開催、講師派遣等の支援を行う。

（７）「健康な美酒王国」秋田推進事業 ４５４千円

秋田県アルコール健康障害対策推進計画に基づき、飲酒

のリスクに関する正しい知識の普及啓発、有識者会議等を

実施する。

（８）令和３年度全国食生活改善大会開催事業 ８７６千円

大会開催に伴う負担金

・主 催 （一財）日本食生活協会、県 ほか

・開 催 日 令和３年９月７日～８日

・会 場 秋田キャッスルホテル、秋田市文化会館

・参 集 者 食生活改善推進員、行政担当者等

・内 容 講演、推進員の事例発表、功労者の表彰

（９）健康づくりに関する調査事業 ４，２１３千円

健康づくりに係る各計画の進捗管理や健康寿命日本一に

向けた施策の方向性の検討に必要なデータを収集する。

・調査項目 健康状態や健康意識、運動の習慣など

・対 象 者 満２０歳以上の県内在住者（3,000人）

・委 託 先 一般競争入札で決定
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

健（検）診受診率向上 １ 事業目的

総合対策事業 健（検）診受診率の向上を図るため、受診しやすい環境の

整備など、受診促進に向けた総合的な取組を行う。

１３，６４１千円

２ 実施主体 県、市町村、健（検）診機関

○国 ４９８

○一 １３，１４３ ３ 事業内容

（１）胃がん検診助成事業 ７，２８９千円

全国と比較し胃がんの死亡率が高いことから、罹患率の

上昇する年齢層を対象に、検診（エックス線・内視鏡）の

自己負担額を無料化又は軽減するための経費を助成する。

・補 助 対 象 市町村

・対 象 年 齢 ５０、５２、５４、５６、５８歳

・補助基準額 ２,０００円

・補 助 率 １０／１０

（２）がん検診受診率向上推進事業 ５，３５３千円

次の４つのがん検診について、罹患率の上昇する年齢層

を対象に、検診の自己負担額を軽減するための経費を助成

する。

・補 助 対 象 市町村

・補 助 率 １／２

・補助基準額等

対象年齢 補助基準額

大 腸 が ん ５０～５４歳 ５００円

肺 が ん ６０～６４歳 ５００円

子宮頸がん ３０～３４歳 １，４００円

乳 が ん ４０～４４歳 １，４００円

・補 助 要 件 コール・リコールによる受診勧奨

（３）がん検診精度管理向上推進事業 １０４千円

より精度の高いがん検診を行うため、がん検診が適切に

行われているかを評価するための手法等に関する研修会を

開催する。

・対 象 市町村、検診機関の職員等
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（４）○新「声かけあって、みんなで受診！」健（検）診受診

促進事業 ８９５千円

地域のかかりつけ医等や企業が、健（検）診未受診者に

受診を促すことにより、病気の早期発見・早期治療につな

げ、がんや生活習慣病の死亡率低減を目指す。

①かかりつけ医等による受診勧奨

・協力機関

病院・診療所 （一社）秋田県医師会

歯科 診 療所 （一社）秋田県歯科医師会

薬 局 （一社）秋田県薬剤師会

※歯科診療所・薬局は、各１０施設を予定

②がん対策推進企業等連携協定締結企業（３０社）による

顧客や取引先等に対する受診呼びかけの実施
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

「受動喫煙ゼロ そし １ 事業目的

て禁煙」推進事業 たばこによる健康被害を防止するため、禁煙支援、若い世

代の喫煙防止、受動喫煙防止の３つの観点から総合的なたば

１５，２２６千円 こ対策を行う。

○国 ６，５９９ ２ 実施主体 県

○諸 ２２

○一 ８，６０５ ３ 事業内容

（１）禁煙支援事業 １，７１８千円

喫煙率低減のため、出前講座等の実施による禁煙の動機

付けを行うほか、世界禁煙デーに合わせたキャンペーンや

フォーラムを開催する。

・健診時における働き盛り世代の喫煙者への啓発

・乳幼児集団健診時における家庭への保健指導等

（２）若い世代の喫煙防止事業 ７２３千円

若い世代の喫煙を防止するため、たばこによる健康被害

に関する正しい知識の普及や喫煙の習慣化防止に向けた取

組を行う。

・新規就職者等を対象とした啓発

・大学での講義実施やボランティアサークルを対象とし

た勉強会の開催

・副教材を活用した中学生とその保護者向けの啓発

（３）受動喫煙防止事業 １２，７８５千円

受動喫煙による健康被害を防止するため、受動喫煙を防

止する環境の整備を行う。

①望まない受動喫煙を防止する環境整備の推進

１，６７５千円

・労働局や商工団体等との連携による事業者等を対象と

した各種講習会等での法及び条例の周知徹底

・飲食店における受動喫煙対策実施状況調査の実施
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②受動喫煙防止対策支援事業費補助金

２，０００千円

従業員を雇用する既存小規模飲食店が店内禁煙とする

場合の改装等に要する費用に対する助成

・補助対象 壁紙・カーテン等の交換、喫煙所（室）の

撤去等

・補 助 率 ９／１０（上限 １００千円）

③受動喫煙防止条例に関する相談対応・指導

９，１１０千円

たばこによる健康被害に関する県民及び事業所等から

の問合せ・相談等への対応や、法・条例の措置内容に基

づく指導等を実施
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事 業 概 要

健康づくり推進課

事 業 名 内 容

がん対策総合推進事業 １ 事業目的

がん予防の推進やがん医療の質の向上等を図るため、がん

１２３，１３０千円 に関する情報の収集・提供やがん診療機能の強化、がん患者

に対する支援等を行う。

○国 ４７，８２６

○入 ２５８ ２ 実施主体 県、がん診療連携拠点病院等

○諸 ３，４８８

○一 ７１，５５８ ３ 事業内容

（１）がん登録推進事業 ８，２１８千円

［地域医療介護総合確 がん登録推進法に基づき、「全国がん登録」に関する事

保基金］ 務を実施する。

・委託先 （公財）秋田県総合保健事業団

・内 容 医療機関からの届出情報の審査・整理、登録

情報の国への提出や県内市町村・医療機関へ

の提供等

※全国がん登録

がんと診断されたすべての人のデータを国で一

つにまとめて集計・分析・管理する仕組み

（２）多目的コホート研究事業 ３，４８８千円

国立がん研究センターの委託を受け、生活習慣とがんな

どの病気との関係を明らかにするための疫学調査を実施す

る。

・実施地域 横手市

・内 容 血液試料及び健診データの収集等

（３）がん患者医療用補正具助成事業 ８，０７０千円

がん患者の就労や社会参画を支援するため、医療用補正

具の購入費用に助成した市町村に対し補助する。

・補 助 対 象 市町村

・助成限度額 ウィッグ １人当たり１５千円

乳房補正具 １人当たり１０千円
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（４）がん診療機能等強化事業 ９３，５００千円

地域がん診療連携拠点病院等のがん診療機能等の強化に

要する経費に対し補助する。

・補助基準額 １病院当たり８，５００千円

・補 助 率 １０／１０（国１／２、県１／２）

・対 象 経 費 医療従事者研修、患者等への相談支援、

普及啓発等

（５）緩和ケア推進事業 ８００千円

県内のがん緩和ケア提供体制の強化を図るため、緩和ケ

アに携わる医療従事者等を対象とした研修会を開催する。

・委託先 秋田県緩和ケア研究会

・内 容 拠点病院の緩和ケア病棟等における実地研修

（６）在宅がん患者緩和ケア推進事業 ２５８千円

在宅がん患者等に対する緩和ケアの提供体制を整備する

ため、地域の医療従事者のスキル向上のための研修会等に

要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 各郡市医師会

・補助基準額 １２９千円×２地区

・補 助 率 ２／３

（７）がん患者団体活動支援事業 ４８４千円

がん患者や家族が抱える悩みや不安の解消を図るため、

相談や情報交換の場の提供等に取り組む、がん患者団体に

対し補助する。

・補 助 対 象 秋田県がん患者団体連絡協議会

きぼうの虹

・補助基準額 定額

・補 助 率 １０／１０

（８）がん対策推進計画進行管理費 ３５４千円

第３期秋田県がん対策推進計画を推進するため、情報収

集等を行う。
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（９）がん患者等の妊よう性温存支援事業 ２，７５８千円

がん患者等の妊よう性温存に係る相談ネットワークを構

築するとともに、その治療に要する費用に対し助成する。

①相談ネットワーク構築事業 ３７８千円

②妊よう性温存治療費助成事業 ２，３８０千円

・補 助 対 象 ４０歳以下・所得制限あり

・補助基準額 精子３０千円、卵子２００千円、受精

卵２００千円、卵巣組織５００千円

・補 助 率 １０／１０

※ 妊よう性温存治療

がん治療に伴う化学療法や放射線療法で生殖

機能が損なわれる前に、卵子、精子等を凍結保

存し、妊娠の可能性を残す治療のこと。

（10）がんゲノム医療促進事業 ５，２００千円

県民に対し、がんゲノム医療に関する正しい知識の普及

啓発、情報提供を行うとともに、がんゲノム医療提供体制

の整備に対し補助する。

①県民向けセミナーの開催 ２００千円

・委託先 国立大学法人 秋田大学

②○新秋田大学医学部附属病院がんゲノム診療センター

（仮称）の整備に対する補助 ５，０００千円

・補 助 対 象 秋田大学医学部附属病院

・補 助 率 １０／１０

・対 象 経 費 がんゲノム医療拠点病院の指定に必要

な器具・機材の購入費

※がんゲノム医療

がん患者の遺伝子変異を網羅的に調べ、その結

果に基づき、患者それぞれに最適な治療薬を処方

する治療のこと。
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

心はればれ県民運動推 １ 事業目的

進事業 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向け、民

学官の一層の連携強化により、自殺予防活動を展開する。

９６，４７９千円

２ 実施主体 県、市町村、秋田大学、民間団体等

○国 ６１，３９７

○諸 ２９ ３ 事業内容

○一 ３５，０５３ （１）地域自殺対策強化事業 ５２，８８９千円

①電話相談支援事業 ９，１３９千円

・「あきたいのちのケアセンター」による相談支援

②人材養成事業 ８８０千円

・心はればれゲートキーパー養成講座

委 託 先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会

対 象 者 一般県民

③普及啓発事業 １，１４４千円

・ふきのとうホットラインのリーフレット等の啓発資料

作成

・地域振興局による関係機関ネットワーク会議や街頭キ

ャンペーン等

④地域自殺対策強化事業費補助金 ３８，５１７千円

・市町村、民間団体等による自殺予防活動に対する支援

補助対象

市町村（２５市町村） ２３，４０７千円

民間団体等（１５団体等） １５，１１０千円

主な事業内容

相談会の開催、相談窓口の設置、戸別訪問、サポ

ーター養成研修、交流サロン活動、街頭キャンペ

ーンの実施等

⑤地域自殺対策推進センター運営事業

３，２０９千円

・自殺対策連携推進員の配置による市町村等への支援

主な事業内容

自死遺族や自殺未遂者の相談支援、保健所や市町

村の取組支援等

（２）心の健康づくり推進事業 １７２千円

健康づくり審議会「心の健康づくり推進分科会」の開催
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（３）自殺予防県民運動推進事業 ２，７５１千円

「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の事業活動に対

する補助

・対象経費 実行委員会の運営費及び研修会、県民運動

大会、街頭キャンペーン（９月､３月）等

（４）自殺未遂者支援事業 ７０８千円

自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築に向けた関係

者会議及び研修会の開催

・対象者 医療関係者、消防、行政関係者等

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業

７４８千円

自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患に関する相談

員や医療関係者の対応力向上を図るための研修会の開催

①精神疾患患者等への相談対応研修事業（１回）

２２６千円

・委託先 （一社）秋田県医師会

・対象者 相談機関の相談員、民生・児童委員等

②医療関係者向け精神疾患等対応研修事業（３回）

５２２千円

・開催場所 県北、中央、県南地区で各１回

・委 託 先 （一社）秋田県医師会

・対 象 者 医師及び看護師等

（６）○新ＳＮＳ相談支援事業 １３，１１７千円

ＳＮＳによる相談を実施する民間団体に対する補助

・補助対象 ＮＰＯ法人蜘蛛の糸

（７）○新秋田大学自殺予防センター（仮称）事業

２６，０９４千円

「民・学・官」の連携強化に向け、秋田大学が設置する

自殺予防センター（仮称）で実施する自殺対策の実践的研

究に対する補助

【主な事業内容】

①ＳＮＳを活用した高齢者支援

高齢者の孤立化を防ぐため、ＳＮＳを利用した高齢者

と学生の交流事業を実施し、その効果を検証する。

②勤労者のＷｅｂ調査

勤労者のメンタルヘルス調査をＷｅｂ上のアンケート

により定期的に追跡調査を行い、働き盛り世代の自殺リ

スク軽減策を検討する。
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③地域活動に関する調査

新型コロナウイルス感染症が、民間団体の自殺予防活

動に与えた影響を調査し、その分析に基づいた研修等に

よる活動支援を行う。

④ＳＯＳの出し方教育

ＳＯＳの出し方教育の実施、講師の育成及び教材の監

修等を行う。

⑤自殺未遂の救急患者に対する医療・保健の連携体制強化

自殺未遂により搬送された救急患者の心のケアを図る

ための対応訓練を実施する。

・開催回数 ２回

・対 象 者 救急救命に従事する医療関係者、消防、

行政係者等
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

妊娠・出産への健康づ １ 事業目的

くり支援事業 安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向けて、総合的

な支援を行う。

１８３，６７５千円

２ 実施主体 県、市町村

○国 １３，３０１

○入 ６４，１１０ ３ 事業内容

○一 １０６，２６４ （１）母体健康増進支援事業 ５，０５３千円

①妊婦歯科健康診査事業

妊婦の健康の保持増進及びその経済的負担の軽減を図

るため、妊婦歯科健康診査に要する経費の一部を助成す

る。

・実 施 主 体 市町村

・対 象 回 数 １回

・補助基準額 ４，０００円

・補 助 率 １／２

②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染普及啓発

HTLV-1の母子感染の予防のため、医療従事者及び行政

の保健師を対象に研修会を開催する。

（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業

１４６，８７１千円

①不妊治療に要する治療費の助成

１４３，８６４千円

健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費

の一部を助成する。

・対象者 ４３歳未満（妻）及び配偶者（夫）

（事実婚夫婦も対象）

※夫婦合算所得７３０万円未満の所得制限

撤廃

※「特定不妊治療」とは、「体外受精」及び「顕微授精」をいう。

※「男性不妊治療」は、特定不妊治療の一環として精巣から精子

を採取するための手術を行った場合に助成。
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【参考（スキーム図）】

○助成回数は１子ごとに９回までとし、対象年齢は４３歳未満とする。

○初回治療における妻の年齢が４０歳以上の場合、３回まで助成する。

②不妊専門相談センターの運営等 ３，００７千円

不妊治療に関する情報を提供するとともに、医師、看

護師、助産師及び心理士が相談に応じる。

・委 託 先 国立大学法人 秋田大学

・相談体制 電話・面接・メール

（３）難聴児補聴器購入費助成事業 １，１４３千円

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽度の聴覚障害

児の補聴器購入及び修理に要する経費の一部を助成する。

・実施主体 市町村

・対 象 者 中軽度の難聴児

（聴力レベル３０ｄＢ以上７０ｄＢ未満）

・補 助 率 １／３

（４）女性の健康支援事業 ７，８９７千円

女性健康支援センターにおいて、思春期から更年期に至

る女性を対象とした身体的・精神的な悩みに関する相談支

援を行う。

・委 託 先 ＮＰＯ法人ここはぐ

・相談体制 ＳＮＳ、Ｗｅｂ、電話、面接、産科受診同

行等

現行

5万 5万 5万 5万 5万

新制度（令和３年１月１日以降に終了した治療が対象）

６回 ３回

国② 国③ 国④ 国⑤ 国⑥ 県単⑦ 県単⑧ 県単⑨

15万 15万 15万 15万 15万 20万 20万 20万

最大９回 最大９回

第１子の出生のための治療 第２子の出生のための治療

出生 出生

国①
30万

国30万
最大6回まで

県単
⑦

30万

県単
⑧

30万

県単
⑨

30万

国30万
最大6回まで

県単
⑦

30万

県単
⑧

30万

県単
⑨

30万
・・・・

年間回数制限なし、通算助成期間制限 無し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３歳未満を対象
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（５）妊娠・出産包括支援推進事業 １，７２９千円

①母子保健コーディネーター研修 ６１０千円

市町村が設置する子育て世代包括支援センターにおい

て中心的な役割を果たす母子保健コーディネーターを育

成する。

・委託先 秋田県助産師会

②母子保健連絡調整会議 ９９千円

保健所において母子保健の地域の課題について市町村

等と情報交換、事例検討及び研修を行う。

③プレパパスクール推進事業 １，０２０千円

父親が積極的に子育てに関わり、母親の産後うつや家

族の孤立・虐待を予防する講座等を開催する。

・内容 地域拠点ごとの両親学級・父親学級

父親同士のネットワークづくり支援 等

（６）安心できる出産支援事業 １９，９０２千円

①ウイルスに感染した妊産婦に対する寄り添い支援

５８０千円

新型コロナウイルスに感染した妊産婦に対し、退院後

助産師等が定期的な自宅への訪問や電話等により、寄り

添った支援を実施する。

・対 象 者 新型コロナウイルスに感染した妊産婦

・対象経費 リーフレット作成、主治医からの情報提供

に対する手数料、退院後にケア支援を行う

ための経費

②不安を抱える妊婦への分娩前のウイルス検査

１９，３２２千円

安心して出産できる環境を整備するため、希望する妊

婦等を対象としたＰＣＲ検査等を民間検査機関へ委託す

る。

・対象者 里帰りを含む県内で出産する妊婦

（７）○新不育症検査費用助成事業 １，０８０千円

先進医療における保険適用外の検査費用の一部を助成す

る。

・対 象 者 不育症治療者

・助 成 額 一回 ５万円を上限
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

エボラ出血熱、ペスト等の一類感染症や新型インフルエン

１２７，７９５千円 ザを含めた新興感染症の患者発生時において、迅速かつ確実

に対応するため、必要な医療資機材や受入病床の確保等を図

○国 １７，３４０ り、体制を強化する。

○一 １１０，４５５

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）対策推進事業等 １，９８５千円

①発生動向調査事業 １８千円

・補助対象 未知なる感染症疑い患者について報告のあ

った疑似症定点医療機関への謝金

・対象経費 謝金（医療機関当たり月１千円）

②対策推進事業 １，９６７千円

・補助対象 新型インフルエンザ等対策のための体制の

整備

・対象経費 新興感染症部会や新型インフルエンザ地域

連絡会議にかかる謝金等、最新知識習得の

ための研修会参加旅費

（２）感染防御対策事業 ２７４千円

新興感染症に対応するため、保健所職員の防護具や消

毒薬の整備

（３）一類感染症対策事業 １２，８４２千円

・補助対象 秋田大学医学部附属病院

・対象経費 エボラ出血熱等の一類感染症の受入体制の

整備に要する経費

・補 助 率 運営費補助

１０／１０（国１／２、県１／２）

（４）抗インフルエンザウイルス薬備蓄事業

９２，３４９千円

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄に係る購入費

・期限切れ備蓄薬の廃棄費（委託）

・保管庫のエアコン点検費（委託）
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（５）○新市立秋田総合病院感染症病床設置事業

２０，３４５千円

・補助対象 市立秋田総合病院

・対象経費 新たな第二種感染症病床（４床）及び新型

インフルエンザ等患者受入病床（５床）の

整備に要する経費

・補 助 率 施設整備費補助

１０／１０（国１／２、県１／２）
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

（新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大に備え、医療

感染症分） 提供体制や検査体制を整備する。また、保健所の体制強化を

図るほか、感染症患者に対応する医療従事者等を支援する。

６，０９７，１５８千円

２ 実施主体 県、市町村、医療機関等

○国 ５，６０３，３５６

○諸 ８ ３ 事業内容

○一 ４９３，７９４ 原則として、令和３年４月～９月の半年分を計上する。

（１）検査体制整備事業 ３９９，３６９千円

①医療機関等の検査機器整備

１３２，０００千円

・補助対象 医療機関、民間検査機関（６０件を想定）

・補 助 率 国１０／１０

②健康環境センター検査体制整備等

２６７，３６９千円

健康環境センターの検査体制整備のほか、大規模な

行政検査が必要となった場合に、ＰＣＲ検査等を民間

検査機関に委託する経費

（２）医療機関設備整備等事業 ７３３，９８８千円

感染症患者等の外来・入院に対応するための医療機器

整備や感染拡大防止に要する経費に対し助成する。

①診療・検査医療機関等整備事業 ６４，２１４千円

・設 備 ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機等

・補助率 国１０／１０

②入院医療機関整備事業 ６６５，４０５千円

・設 備 超音波画像診断装置、ＣＴ撮影装置等

・補助率 国１０／１０

③診療・検査情報管理支援事業 ２，４００千円

・補助対象 （一社）秋田県医師会

・補 助 率 県１０／１０

④医療機関との調整事務経費 １，９６９千円

令和３年度補正予算
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（３）新型コロナＰＣＲ検査等保険適用外負担費

５３８，２３４千円

医療機関において、医師の判断で実施するＰＣＲ検査等

の自己負担分を負担する。

（４）受診相談センター設置事業 １０１，２５１千円

新型コロナウイルス感染症に関する相談を、２４時間体

制で看護師が受け付ける「あきた新型コロナ受診相談セン

ター」の設置や、県民への周知啓発を行う。

（５）新型コロナ保健所体制整備事業 ５２，８１４千円

①秋田県健康フォローアップセンター設置事業

１２，４５０千円

濃厚接触者等の健康管理や相談業務を行うフォローアップ

センターを設置する。

②感染症患者移送事業 ７，６８６千円

感染症患者の移送体制の充実に要する経費

③発生動向調査事業等 ３２，６７８千円

保健所の疫学調査等による業務の増加に対応するため、

会計年度任用職員（保健師等）を増員する（各保健所１人）。

（６）医療従事者等支援事業 ７７，３４０千円

①医療スタッフ安心支援事業 ５１，８４０千円

感染症指定医療機関等で患者に直接対応する医療従事

者等を対象としたＰＣＲ検査に要する経費を助成する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補 助 率 県１０／１０

②医療従事者等宿泊支援事業 ２５，５００千円

感染者に直接対応する医療従事者等の宿泊施設確保に

要する経費

（７）新型コロナ感染症対策協議会運営費等

４６，９５３千円

①新型コロナウイルス感染症対策協議会運営費等

１０，２２９千円

入院患者の受入調整等を行う調整本部を設置する経費等

②感染症対策専門家派遣等事業 １，１８８千円

クラスターが発生した場合に、厚生労働省が派遣する

専門家と連携し、感染拡大防止を図るための経費

③新型コロナウイルスに感染した医師等にかわり診療等を

行う医師等派遣体制の確保事業等 ３５，５３６千円
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（８）新型コロナ感染症患者医療費 ３６，０８８千円

新型コロナウイルス感染症患者を入院措置した場合の医

療費のうち、自己負担分について負担する。

・負担割合 １０／１０（国３／４、県１／４）

（９）指定医療機関病床確保事業 ４，０６３，００１千円

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるために専用

病棟や専用病床を確保している医療機関に対し、空床期間

の診療収入分に相当する費用について補助する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補 助 率 国１０／１０

・補助単価 （１床当たり）４１千円～４３６千円／日

（10）新型コロナ感染症診査協議会運営費等

３，１２０千円

入院勧告等必要な事項を協議する診査会を開催する経費

・委 員 ６名×８保健所

・構 成 医師、弁護士、人権擁護委員

（11）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金

４５，０００千円

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症緊急包括支

援交付金対象事業に要する経費を助成する。

・補助対象 秋田市

・補 助 率 国１０／１０
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